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今週のことば

ＩＲ区域整備計画

政府は大阪府と長崎県が申請していたカ

ジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ）の開

業に向けた整備計画について、大阪の計画

を初認定。一方、長崎の計画は継続審査に｡

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ４／１７(月) 仏滅　給与支払報告書に係る給与所得者異動届出

 　　１８(火) 大安　発明の日

 　　１９(水) 赤口

 　　２０(木) 先負　穀雨、旧暦３月１日、体操全日本個人総合選手権

 　　２１(金) 仏滅

 　　２２(土) 大安

 　　２３(日) 赤口　統一地方選後半戦及び補選の投票日

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 4/10(月) 27,634 △116   132.06 ▼0.19

   11(火) 27,923 △289   133.13 ▼1.07

   12(水) 28,083 △160   133.83 ▼0.70

   13(木) 28,157 △ 74   133.02 △0.81

   14(金) 28,493 △336   132.21 △0.81

令和５年度改正による電子帳簿保存の見直し

　令和５年度税制改正により、電子帳簿保存法の見

直しが行われます（令和６年以後に適用）。

◆電子取引データの保存制度に関する見直しは

　電子帳簿保存法は、①電子的に作成した帳簿書類

を電子データで保存する「電子帳簿等保存」、②紙

の請求書や領収書等を画像データで保存する「スキ

ャナ保存」、③請求書や領収書等の電子データを授

受した場合に要件（改ざん防止や検索機能等）に従

い保存する「電子取引」に区分されています。

　このうち、帳簿書類の保存義務がある全ての事業

者に関係する③の「電子取引」は次のような見直し

が行われ、令和６年以後の電子取引に適用されます。

◎検索要件を不要とする措置の対象者の見直し……

税務調査等の際に電子取引データのダウンロードの

求め（税務職員への提示等）に対応できるようにし

ている場合に検索機能の確保要件を不要とする措置

の対象者について、①基準期間（前々期）の売上高

が５千万円以下（現行１千万円以下）である事業者

に拡大、②電子取引データの出力書面を日付及び取

引先ごとに整理された状態で提示等ができる事業者

を対象に追加します。

◎新たな猶予措置の整備……令和４年度税制改正に

より設けられた宥恕措置（電子取引データの出力書

面による保存を認める）は本年末で廃止となります。

令和６年以後は、要件に従って電子取引データを保

存できない相当の理由があり、税務調査等の際に電

子取引データのダウンロード及び出力書面の提示等

の求めに対応できるようにしている場合は、保存要

件を満たしていない状態でのデータ保存を認める猶

予措置が新たに設けられます。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５１５

少額な返還インボイスの交付義務免除

　本年１０月から始まるインボイス制度では、イン

ボイス発行事業者が国内で行った課税資産の譲渡

等について値引きや返品、割戻しなどの売上げに

係る対価の返還等を行った場合に返還インボイス

の交付義務がありますが、令和５年度税制改正に

より、税込１万円未満の値引き等である場合は返

還インボイスの交付義務が免除となりました。

　例えば、売手が負担する振込手数料相当額（税

込１万円未満）を売上値引きとして処理している

場合には、その売上値引きに係る返還インボイス

の交付義務は免除されます。

　この措置は全てのインボイス発行事業者が対象

となり、適用期限のない恒久的な措置となります。

マイナポイントの申込期限は本年９月末

　マイナンバーカードを本年２月末までに交付申

請した方に対して最大２万円分のポイントを付与

する「マイナポイント第２弾」の効果もあり、本

年４月１６日時点でのマイナンバーカードの申請

件数は約９６４５万件で、人口に対する申請率は約

７６.６％となっています。

　政府は、マイナポイントの付与が確実に行われ

るように、対象者がマイナンバーカード取得後に

ポイントを申込むことができる期限を再延長し、

本年９月末までとしています。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。
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令和 5 年度税制改正による電子帳簿等保存制度の見直しの概要 

◆電子帳簿保存法の概要 

 電子帳簿保存法は、保存が義務付けられている「帳簿」や「国税関係書類（領収書・請求書・決

算書など）」について一定要件の下で電子データによる保存を可能とすることや、電子的に授受し

た取引情報の保存義務等を定めたもので、①パソコン等で電子的に作成した帳簿や国税関係書類を

電子データのまま保存できる「電子帳簿等保存」、②紙で受領・作成した領収書や請求書等の国税

関係書類（決算関係書類を除く）をスキャナやスマホで読み取った電子データで保存できる「スキ

ャナ保存」、③請求書や領収書等の取引情報の授受が電子データで行われた場合に、その電子デー

タを保存要件に従って保存しなければならない「電子取引」の 3 つの制度に区分されています。 

 令和 5 年度税制改正において、それぞれ以下のような見直しが行われました。 

◆令和 5 年度税制改正による電子帳簿等保存制度の見直し 

【「電子帳簿等保存」に関する主な見直し】 

 「優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置※」の適用を受ける場合に優良な電子帳簿と

して作成しなければならない帳簿の範囲について、仕訳帳及び総勘定元帳以外の帳簿は一定の記載

事項に係るものに限定されます（現行は全ての青色関係帳簿）。 

 令和 6 年 1 月 1 日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用されます。 

※一定の範囲の帳簿について、「モニター・説明書等を備え付ける」などの電子帳簿として保存す

るための要件に加えて、①訂正削除履歴の保存、②帳簿間の相互関連性③日付・金額・相手方によ

る検索機能の 3 要件を全て備えて保存している場合に、後からその電子帳簿に関連する過少申告

が判明しても過少申告加算税が 5％軽減される措置。 

【「スキャナ保存」に関する主な見直し】 

 以下の見直しを行い、令和 6 年 1 月以後に行われるスキャナ保存について適用します。 

①スキャナで読み取った際の解像度･階調･大きさに関する情報の保存要件を不要とします。 

②スキャナ保存時に記録事項の入力を行う者又はその者を直接監督する者に関する情報の確認要件

を不要とします。 

※電子取引データ保存についても同様です。 

③スキャナで読み取った際に、帳簿と相互にその関連性を確認できるようにする必要がある国税関

係書類を「重要書類（契約書・領収書・納品書等のように資金や物の流れに直結・連動する書

類）」に限定します。 

【「電子取引」の保存に関する主な見直し】 

 以下の見直しを行い、令和 6 年 1 月以後に行われる電子取引データについて適用します。 

①税務調査等の際に電子取引データのダウンロードの求めに応じることができるようにしている場

合に検索要件を不要とする措置について、対象者を次の（イ）又は（ロ）のいずれかに該当する者

とします。 

（イ）基準期間（2 課税年度前)の売上高が 5,000 万円以下（現行は 1,000 万円以下）の保存義

務者 

（ロ）電子取引データの出力書面を取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理された状態で提

示・提出することができるようにしている保存義務者 

②令和 4 年度税制改正において、電子取引データの保存要件への対応が困難な事業者の実情に配意し、

出力した書面等による保存を認める宥恕措置が設けられましたが、適用期限（令和 5 年 12 月末）

をもって廃止されます。 

※令和 5 年 12 月末までに行われた電子取引データは、令和 6 年 1 月以後も保存期間が満了する

まで出力書面による保存を続け、税務調査等の際に提示等できるようにしていれば問題ありません。 

③上記②に代わる新たな猶予措置として、次の（イ）又は（ロ）をいずれも満たしている場合には、

改ざん防止や検索機能など保存時に満たすべき要件に沿った対応は不要となり、電子取引データを

単に保存しておくことができるようになります。 

（イ）保存時に満たすべき要件に従って電子取引データを保存することができなかったことについ

て、所轄税務署長が相当の理由があると認める場合（事前申請等は不要） 

（ロ）税務調査等の際に、電子取引データのダウンロード及びその電子取引データを出力した書面

の提示・提出の求めにそれぞれ応じることができるようにしている場合 


